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コンプライアンスへの取組み

　当社、当社の子会社及び関連会社（以下「当社グループ」といいます。）は、公共的使命や社会的責任を果
たすことが地域金融グループとして重要な責務であることを認識し、法令等遵守（コンプライアンス）を経営
の最重要課題として位置づけ、公正かつ誠実に活動する企業風土を構築します。

【 コンプライアンス体制について 】
　当社及び銀行子会社のそれぞれにコンプライアンス
に関する事項を一元的に管理するコンプライアンス統
括部署を設置しています。コンプライアンス統括部署
は、全部店に配置しているコンプライアンス責任者、コ
ンプライアンス担当者と連携してコンプライアンス態勢
の整備を行っています。
　グループ全体の立場から、コンプライアンスに関す
る事項を統括的に審議する機関として「グループコン
プライアンス委員会」を設置し、自浄作用のあるコンプ
ライアンス態勢の確立を図っています。

【 ‌�コンプライアンス・マニュアル及びコンプライア
ンス・プログラム 】
　コンプライアンスを実現するため、コンプライアンス
に関する法令等の具体的な解説を記載した「コンプラ
イアンス・マニュアル」を定め、全役職員に配付してい
ます。また、コンプライアンスを確実に実践するための
具体的な実践計画として「コンプライアンス・プログラ
ム」を年度毎に策定し、その進捗状況の把握・改善を
図っています。

【 個人情報保護への取組み 】
　個人情報保護法等を遵守し、お客さまからお預かり
した個人情報については適切に取扱い、個人情報の有
用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護します。
　当社グループにおいては、「プライバシーポリシー」
を定め、当社ホームページへ掲載して公表するととも
にお客さまの最大限の信頼を得ることができるように
努めています。

【 反社会的勢力への対応 】
　当社グループは、社会の秩序や安全に脅威を与え、
健全な経済・社会の発展を妨げる反社会的勢力との関
係を遮断するため、「反社会的勢力に対する基本方針」
を定め、これを遵守します。

【 マネー・ローンダリング等防止への取組み 】
　当社グループは、「マネー・ローンダリング等防止方針」を定め、マネー・ローンダリング及びテロ資金供与防止の
重要性を認識するとともに、ITシステムの導入により、様々なデータの蓄積･分析を行うことで、リスクの低減に努め、
マネー・ローンダリング等の防止・強化を図っています。

【 ‌�金融ADR制度への取組み 】
　当社グループの銀行子会社では、お客さまからのご相談、要望、苦情等についてお客さま相談窓口を設置する等適切
な対応を行っています。また、指定紛争解決機関として「一般社団法人全国銀行協会」と契約締結し、柔軟な解決を図
るべく対応を行っています。

　当社、当社の子会社及び関連会社（以下「当社グルー
プ」という。）は、地域金融グループとして高い公共性を
有し、広く経済・社会の健全な発展に貢献するべき重要な
使命を負っています。この使命を全うするためには、業務
の健全かつ適切な運営と、これを通じた揺るぎない信用・
信頼の確立が不可欠となります。
　当社グループの役職員は、お客さまからの信用・信頼を
維持・向上させていくために、あらゆる法令や諸規則を厳
守するとともに、社会的規範やお客さまの正当な利益に反
することのない公正な行動を心がけることを宣言します。
　当社グループは、法令等遵守（コンプライアンス）を経
営の最重要課題として位置づけ、以下に定める基本方針に
基づき、公正かつ誠実に行動する企業風土を確立します。
〈信頼の確立〉
1．‌�当社グループは、地域金融グループとしての社会的
責任や公共的使命の重みを常に認識し、健全かつ適
切な業務運営を通じて、社会やお客さまからの揺る
ぎない信頼の確立を図ります。

〈地域金融グループに相応しい法令等遵守態勢の確立〉
2．‌�当社グループは、あらゆる法令やルールを厳格に遵守
するとともに、法令等の整備の有無にかかわらず、社
会的規範やお客さまの正当な利益に反することのない
よう、公正かつ誠実な企業活動を通じて、地域金融グ
ループに相応しい法令等遵守態勢を確立します。

〈社会とのコミュニケーション〉
3．‌�当社グループは、経営等の情報の積極的かつ公正な開
示をはじめとして、広く社会と適切なコミュニケー
ションを図ります。

〈従業員の人権の尊重〉
4．‌�当社グループは、従業員の人権や個性を尊重すると
ともに、風通しが良く、安全で働きやすい環境を確保
します。

〈反社会的勢力との関係遮断、テロ等の脅威への対応〉
5．‌�当社グループは、市民社会の秩序や安全に脅威を与え
る反社会的勢力とは断固として対決し、関係遮断を徹
底します。また、マネー・ローンダリング対策及びテ
ロ資金供与対策の高度化に努め、犯罪収益の拡大防
止を図ります。

トモニホールディングスグループ法令等遵守方針

【ご相談、要望、苦情等の受付窓口】
・株式会社徳島大正銀行　お客さま相談室
　　フリーダイヤル　0120－87－1090　（受付時間：平日9時～17時）
　　電子メール　gyoumucenter@tokugin.co.jp
・株式会社香川銀行　お客さま相談窓口
　　フリーダイヤル　0120－226－695　（受付時間：平日9時～17時）
　　インターネット　ホームページの「お問い合わせフォーム」をご利用ください。
　　　　　　　　　　https://www2.kagawabank.co.jp/inquiry/input.aspx

・全国銀行協会相談室
電話番号　0570－017109
又は03－5252－3772
（受付時間：平日9時～17時）
一般社団法人全国銀行協会は銀行法及び農林中央金
庫法上の指定紛争解決機関です。
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